予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費

	事業名: 専門家によるＮＰＯ基盤強化事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　環境生活部　環境生活政策課　ＮＰＯ・宗教法人係

　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2387）　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：984千円（前年度予算額：6,426千円）
	要求内容


	１　要求の内容


ＮＰＯ法人支援に必要な分野の専門家（運営、会計、広報等）、ＮＰＯ関係者を講師として、以下のとおり座学形式で意見交換会を実施する。

ファンドレイザー、金融関係者、税理士等を専門家講師として、法人が抱える問題を議題に、具体的事案をもとに情報交換を行い、実践的な知識を習得し、ＮＰＯ法人の運営基盤強化を行う。

○講師

講師の能力により、会場の雰囲気が左右される傾向があるため、講師２人体制（専門家、ＮＰＯ等関係者）で豊富な知識を情報提供し、意見交換の円滑化を図る。

○実施分野

　・(運営)適正な法人運営
・(会計)新会計基準・経営

・(資金)安定的な資金調達、人材調達の手法

　・(広報)広報戦略(情報発信力向上)
○支援対象者

　県内ＮＰＯ法人等（４分野×２回　各分野30人程度）

※「新しい公共」

人々の多様なニーズにきめ細かく応えるサービスを、「官」だけではなく、地域住民、企業、ＮＰＯ等が連携して提供することで、活発な経済活動が展開され、その果実が社会や生活に還元されることで、人々の幸福を目指すもの。

	２　所要経費


（1） 開催経費　４分野×２回　984千円
	決定額の考え方


　新しい公共支援基金の事業スキームとして、平成２５年度に運営委員会による事業評価を行う予定であるため、当該評価を踏まえて予算計上を検討します。
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	6,426
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,426

	要求額
	984
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	984

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　ＮＰＯ等にとって寄附や融資を受けやすい環境が構造的に整備されるとともに、ボランティアネットワークや情報提供などの人的又は技術的な活動基盤の整備が進み、ＮＰＯ等の活動が自立・定着することを目的とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	支援ＮＰＯ数（延べ）
(1年次)
	0
（H22）
	0
（H21）
	0
（H22）
	27
（H23）
	50
（H25）
	54.0％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

以下の分野において、専門家を支援対象ＮＰＯ等に派遣し、基盤整備強化を行う。

・会計・税務

・活動・経営

・広報・情報発信

・労務など


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

ＮＰＯ等の各種活動基盤を整備し、透明性や健全性の確保を促進する。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	運営・財政基盤の脆弱さが、企業や行政の事業パートナーとしての信頼関係構築の高い壁となっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　H23年度の新しい公共支援事業「アドバイザー派遣事業」では、専門家を直接ＮＰＯに派遣した結果、法人の実態に合った助言により、基盤強化に繋がった。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　新しい公共支援事業では、委託事業により実施したが、H25年度は、実施方法を見直し、経費の大幅削減を行った。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　「新しい公共」は、国の施策としてまだ始まったばかりであり、「岐阜県新しい公共支援基金」終了後においても、「新しい公共」の普及・定着のための環境づくりが求められる。財政基盤の弱いＮＰＯ等が多く、活動に必要な資金が慢性的に不足しているため、ＮＰＯ等が目指す活動が十分にできていない。また、ＮＰＯ等は、適正な運営・会計、資金調達の知識及び広報戦略などを効果的に行い、事業活動を行うために必要な寄附を受けるなどの技術が不足している。ＮＰＯ等の各種活動基盤を整備し、透明性や健全性の確保を促進する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　ＮＰＯ等の運営、財政の適正化を図り、ＮＰＯ等の基盤強化を図ることで、新しい公共の担い手としての存在価値を向上させる必要がある。









